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M J H O M E スタッフ・大村は、C P M（認定不動産経営管理士）の資格取得をきっかけに、業界各所で講演の機会をいた

だいています。

登壇では、世界基準の不動産経営指標を踏まえつつ、M J H O M E が実践している「オーナー様との信頼関係の大切さ」や

「管理業務の本質」について、C P M で培った知識を交えながら発表しています。

また、講演の中で M J H O M E の歴史にも触れると、多くの方が興味を示され、参加者からは高い関心を寄せていただき

ました。

こうした活動は、M J H O M E の管理品質や姿勢を業界内外に広く発信すると同時に、社員にとっても「自社の考え方が全

国の舞台で語られている」という誇りにつながっています。

今後も C P M 資格で得た知見を活かし、不動産経営者やスタッフをはじめ業界関係者へ発信を続けることで、それがめぐ

り巡ってオーナー様に安心をお届けし、地域社会への貢献にもつなげてまいります。

CPM 資格を活かし、全国の場で講演
不動産管理の未来を語る—CPM 資格を通じて



BIM で広がる可能性

BIM の活用は「見える化」によって不動産価値をわかりやすく伝える力を高めるもの

国土交通省による BIM 推進の動き

建築業界において、今後の大きな変革を担う存在として注目されているのが

「B I M（B u i l d i n g  I n f o r m a t i o n  M o d e l i n g）」です。B I M とは、これまで紙や 2 次元 C A D で作成されていた建築図面を

コンピュータ上で立体的なモデルに変換し、さらに建物に関する膨大な情報を一元管理できる仕組みを指します。

設計段階だけでなく、施工、維持管理、さらには解体に至るまで、建物のライフサイクル全体を支援する「デジタル基盤」

として期待されています。

日本では、国土交通省が 2 0 1 0 年代から B I M の必要性を訴えてきましたが、近年は「建築 B I M 推進会議」を設置し、

官民一体となった導入促進を進めています。特に 2 0 2 3 年度以降は「建築 G X・D X 推進事業」として補助制度が

整備され、公共建築物や大規模建築を中心に B I M 活用が加速しています。令和 7 年度には 6 5 億円、令和 8 年度には

約 1 0 0 億円の予算が計上されるなど、国の重点施策として位置づけられ海外ではすでに公共建築への B I M 利用が

義務化されている国もあり、日本でも遅れを取り戻す動きが急速に進んでいます。

今後、不動産業界が B I M をどのように取り入れていくかは、建築と不動産の境界を越えた D X の流れの中で大きな

注目を集めています。

B I M 使用一例　新社屋イメージですが仕上がりと異なる場合がございます

BIM 推進と不動産

・オーナー提案の強化・・・・・建築や修繕の計画を 3 D モデルで見せることで、完成後の姿を直感的に理解でき、

　　　　　　　　　　　　　　    　合意形成がスムーズになります。

・入居者募集の効率化・・・・・B I M データを活用したバーチャル内覧が可能となり、竣工前から入居者を募る

                                                               ことが  可能。

ステップ 1  /  図面制作

ステップ 3  /  レンダリング作業

ステップ 2  / 3 D 化  B I M  
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各種メディアで当社の取り組みを
ご紹介いただきました！
おかげさまで、当社の事業や取り組みがさまざまなメディアに取り上げられる機会が増えております。

先日は、毎日新聞にて当社の幅広い事業

（賃貸仲介事業・賃貸管理事業・不動産売買事業・建築事業・教育・子育て支援事業など）をご紹介いただきました。

また、全国賃貸住宅新聞をはじめとする専門紙・業界紙にも、当社の活動や新しい取り組みについて

取り上げていただいております。

さらに、当社では広告活動の一環として、動画配信サービス「T V e r」内での C M 放映も実施しております。

幅広い層の視聴者に向けて当社の魅力を発信し、より多くの方々に当社を知っていただく機会を創出しています。

これもひとえに、日頃よりご支援くださる皆さまのおかげです。

今後も、地域社会に根ざした事業展開を通じて、より多くの方々に喜びを届けられるよう、社員一同邁進してまいります。

引き続き、変わらぬご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。


